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平成30年３月13日 

各  位 
株 式 会 社 ミ マ キ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 
代 表 取 締 役 社 長  池 田 和 明 
（ コ ー ド 番 号 ： ６ ６ ３ ８  東 証 第 一 部 ） 
問 い 合 わ せ 先  取 締 役 管 理 本 部 長  三 宅  洋 
電 話 番 号 ： ０ ２ ６ ８ － ８ ０ － ０ ０ ５ ８ 

 

新株式発行等に関する調達資金の使途変更のお知らせ 

 

当社は、平成 27 年２月 20 日付「新株式発行及び株式売出しに関するお知らせ」、平成 27 年２月 25 日付

「（訂正）「新株式発行及び株式売出しに関するお知らせ」の一部訂正に関するお知らせ」、平成27年３月２

日付「発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ」、及び平成 27 年３月 23 日付「第三者割当増資における発

行株式数の確定に関するお知らせ」（以下、「本件公募増資」という）にて開示いたしました「調達資金の使途」（以

下、「資金使途」という）について、下記のとおり変更することといたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 
１．変更の理由 

当社グループは、独自の技術で革新的な自社ブランド製品を世界中に供給することで、業務用インクジェットプ

リンタ事業の先駆者としてこれまで成長を続けてまいりました。さらなる事業の拡大に向けて平成27年３月に本件

公募増資を行い既存工場の増築を行ったほか、本社近くに工場建設のための土地（所在：長野県東御市鞍掛）を取得

し、インク工場の新設を予定しておりました。しかしながら、その後の建築コストの上昇や外部環境の変化等によ

り、当初見込んでいた収益性の確保について検討が必要と判断し、当初予定していた工場設備等の新築及び付帯工

事等の着手時期を平成30年３月へと変更しておりました。 

一方で、収益機会の確保のため、当社グループはグローバルな販売体制を構築・拡大することがより必要と判断

し、海外展開を積極的に行っております。こうした中、当社グループは平成28年度より新たな成長ステージに向け

た経営スローガン「M1000 真のグローバル企業を目指す」を掲げ、グローバルベースでの開発・生産・販売体制の仕

組み作りに取り組んでおります。特に連結売上高の約３割を占める欧州において、生産・販売体制の充実に向け積極

的な施策を実施しております。 

今般、本件公募増資で調達し未充当となっている資金について、環境の変化に対応した当社グループの重点施策

変更により、自己資金で行っていた欧州事業の拡大に向けた運転資金及び生産設備資金等に充当することがより望

ましいと判断し、資金使途を変更することといたしました。 

なお、欧州等における当社の具体的な投融資案件は、以下のとおりであります（連結子会社のMIMAKI EUROPE B.V.

を通じて実施されたものであります）。 

 

① トルコ共和国のイスタンブール市における販売子会社の設立（平成28年４月実施） 

② イタリアのラ・メカニカ社株式取得後の資金支援（平成28年10月実施） 

③ リトアニアのデジタルインク製造販売及びデジタルメディア販売事業の譲受（平成29年３月実施） 

④ イタリアにおける合弁会社の設立（平成29年６月実施） 

⑤ オランダにおけるインク製造設備の新設（平成29年７月生産開始） 

当社の連結子会社であるMIMAKI EUROPE B.V.に隣接する工場を賃借し、UV硬化インクと水溶性インクの

製造拠点を新設いたしました。消費地の近くでインク生産することで、欧州・中東・アフリカへのインク供

給のリードタイムが短縮され、物流コストや廃棄ロスが削減できるため、利益の拡大につなげてまいりま

す。平成29年７月より生産開始しておりますが、今後も追加投資を行い、生産規模を拡大する方針であり

ます。 

 

なお、本社近くにインク工場を新設する当初計画は、平成28年３月の「オランダにおけるインク製造設備の新設」

の決議により延期しておりましたが、この度、正式に中止といたします。当該土地は、中期的な企業価値の向上を念

頭に、本社施設の効率性を抜本的に見直す中で、研究開発施設を中心とした国内拠点としての運用を検討しており

ます。 
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２．変更の内容 

資金使途の変更内容は、以下のとおりであります。該当変更箇所については、＿＿罫で示しております。 

 

【変更前】＜平成27年３月23日付「第三者割当増資における発行株式数の確定に関するお知らせ」＞ 

上記の第三者割当増資に係る手取概算額 666,225,000 円については、当該第三者割当増資と同日付をも

って決議された一般募集の手取概算額 3,994,350,000 円と合わせ、手取概算額合計 4,660,575,000 円につ

いて、今後のさらなる事業成長を見据えた開発・生産能力の拡大のための設備投資資金の一部に充当する

予定であります。具体的には、既存の加沢工場の一部を解体・増築する（工期：平成 26 年 10 月～平成 27

年 12 月）ための資金として 1,331,000,000 円を平成 28 年３月末までに、工場用地を取得する（取得時期：

平成 27 年３月）ための資金として 1,326,000,000 円を平成 27 年３月に、残額を同用地に工場１棟を新築

する（工期：平成 27 年 11 月～平成 29 年１月）ための資金の一部として平成 29 年３月末までに充当する

予定であります。 

 

【変更後】 

上記の第三者割当増資に係る手取概算額 666,225,000 円については、当該第三者割当増資と同日付をも

って決議された一般募集の手取概算額 3,994,350,000 円と合わせ、手取概算額合計 4,660,575,000 円につ

いて、今後のさらなる事業成長を見据えた開発・生産能力の拡大のための設備投資資金の一部に充当いた

します。具体的には、既存の加沢工場の一部を解体・増築する（工期：平成 26年 10 月～平成 27 年 12 月）

ための資金として 1,331,000,000 円を平成 28 年３月末までに、本社兼研究開発施設用地を取得するため

の資金として 1,326,000,000 円を平成 27 年３月に充当いたしました。残額につきましては、イタリアの

開発製造子会社の借入金返済 621,000,000 円、オランダにインク製造設備を新設する（工期：平成 28 年７月

～平成 30 年３月）ための資金として 628,445,000 円（平成 30年３月末まで）、及び欧州事業の拡大に向

けて要した運転資金等に充当する予定であります。 

 

３．業績への影響 

本件変更に伴う当社業績への影響は軽微であり、平成30年３月期の業績予想につきましては、平成29年８月10

日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」から変更はありません。 

 

以 上 


